
２０２３年６月３０日

カナート 株式会社

第３７期（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで）

貸借対照表及び個別注記表



（単位：千円）　　
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そ の 他 投 資

そ の 他 資 本 剰 余 金

差 入 保 証 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

施 設 利 用 権

 （　純　資　産　の　部　）

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

建 物 附 属 設 備 退 職 給 付 引 当 金

構 築 物 資 産 除 去 債 務

機 械 及 び 装 置 預 り 保 証 金

未 払 消 費 税

前 受 金

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

固 定 負 債

預 り 金

賞 与 引 当 金

固 定 資 産

前 払 費 用 未 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産 未 払 法 人 税 等

仮 出 金 未 払 事 業 所 税

買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

貯 蔵 品 未 払 金

貸  借  対  照  表

（２０２３年３月３１日現在）

科　　　目 金　 額 科　　　目 金　 額

商 品 一年内返済予定長期借入金

流 動 負 債

 （　資　産　の　部　）  （　負　債　の　部　）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

主に売価還元法による原価法

先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
リース資産以外
の有形固定資産

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。なお、リース取引開始日が平成21
年2月28日以前の所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引
き続き採用しております。

無形固定資産 定額法

４．引当金の計上基準

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に
基づき計上しております。

店舗閉鎖損失引当金 閉店に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見積も
った閉店関連の損失見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当社退職金支給規程に
基づき、自己都合による期末退職金要支給額を計上して
おります。

５．収益及び費用の計上基準

 当社の顧客との契約から生じる収益は、スーパーマーケットにおける商品の販売に
よるものであり、顧客に商品を販売した時点で収益を認識しております 。なお、
商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から
受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識して
おります。

当期純損益金額

当期純損失 567,836千円

個　別　注　記　表

商 品

貯 蔵 品

定額法


